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海外情報

ベトナムの豚肉需給の現状と課題

調査情報部　青沼　悠平、伊佐　雅裕

１　はじめに

　ベトナムでは、経済成長による所得の増加などを背景に豚肉の消費量が増加傾向で推移し
ている。一方、豚肉産業は、飼養頭数の増加などにより環境汚染や輸入飼料への依存などの
問題を抱えている。これまでのところ、豚肉の国内自給は達成できているが、将来的に国内
生産で需要を賄うことができなくなり、牛肉と同様に豚肉の輸入も積極的に行うようになる
と、国際需給に影響を及ぼす可能性がある。

【要約】

ベトナムは、日本の約９割に当たる約33

万平方キロメートルの国土とＡＳＥＡＮ（東

南アジア諸国連合）でインドネシアとフィリ

ピンに次ぐ9160万人の人口を有する。１人

当たり国民総所得（ＧＮＩ）は、2008年に

世界銀行が低所得国の基準とする976米ド

ルを超え、2015年には1980米ドル（約23

万円）となった。2015年の同国の平均年齢

は29.6歳と日本の46.5歳に比べ若く、若年

層の占める割合が高い。

経済成長と若年層の増加により豚肉消費量

が増加しており、それに応えるために豚肉の

生産量も増加傾向で推移している。一方で、

豚の飼養頭数の増加や経営規模の拡大に伴

い、環境汚染、輸入飼料への依存、家畜疾病

などの問題も抱えている。このため、将来的

に豚肉の輸入を積極的に行うようになると、

国際需給に影響を及ぼす可能性があるため、

同国の政策や需給の現状を把握し、将来を見

通すことは、日本にとっても重要である。

本稿では、こうしたベトナムの現状を踏ま

え、2016年11月に実施した現地調査に基

づき、直近の豚肉需給について概観するとと

もに、課題や今後の見通しなどを報告する。

なお、本稿中の為替レートは、１ベトナム

ドン＝ 0.005円および１米ドル＝ 117円

（12月 末 日 の 参 考 相 場：0.00526円、

ＴＴＳ相場：117.49円）を使用した。
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２　豚肉の消費動向

ベトナム統計局によると、地域別･階層

別（注１）の１人当たりの平均月間所得は、ホー

チミン市を擁する南東地域、ハノイ市を擁す

る紅河デルタ地域が他の地域と比べて高くな

っているものの、近年、全ての地域および階

層で大幅に上昇している（表１）。同国は、

2007年のＷＴＯ（世界貿易機関）加盟以降、

日本を含む多くの国と貿易協定や投資協定を

結び、徐々に市場開放の道を進んでいる。実

際に、ここ数年ホーチミン市を中心に外資の

フードチェーンやレストランなどが続々と参

入しており、今回の調査でも寿司、焼き肉、

ラーメン店など日系レストランをホーチミン

市内で多く見かけた。

（注１）

①地域別

 　紅河デルタ地域：首都ハノイ市を擁し、主要農産物は米や

豚肉など。北部丘陵山岳地域：丘陵や山地が多く、主要農産

物は茶、コーヒーなど。北中部･中部沿岸地域：主要農産物は

低地では米、高地ではコーヒーや茶。中部高原地域：高地の

面積が多く、主要農産物は米、野菜、牛乳。南東地域：ベト

ナム最大の都市ホーチミン市を擁し、最も経済が発展してい

る。主要農産物はゴム、大豆、果樹など。メコンデルタ地域：

主要農産物は米、果樹、豚肉などで、国内最大の米生産地域。

②階層別

 　１人当たりの月間所得を低い方から高い方へ順番に並べ、

それを５等分して５つのグループに分けたもの。

図１　ベトナムの地図
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資料：alic作成
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地域によって所得格差はあるものの、近年

の経済発展に伴う所得水準の向上に比例する

ように１人当たり食肉消費量は右肩上がりで

推移している（表２）。食肉の中では最も消

費量が多い豚肉が食肉全体の７割以上を占め

ており、次いで鶏肉、牛肉の順となっている。

今回調査したハノイ市（北部）とホーチミ

ン市（南部）では食の嗜好が異なる。北部は、

中華料理の影響を受けているが、さほど脂っ

こくなく、生野菜も多用され、薄味で塩など

のあっさりした味付けが特徴である。南部は、

スパイスや砂糖などを多く使う甘くて濃い味

が特徴である。ベトナムでは、鶏ガラや豚骨

などからダシをとりうまみを重視する傾向に

表１　地域別･階層別１人当たり平均月間所得の推移

資料：ベトナム統計局

紅河デルタ
地域

北部丘陵
山岳地域

北中部･中
部沿岸地域

中部
高原地域 南東地域 メコンデルタ

地域

2010年

全体 1,580 905 1,018 1,088 2,304 1,247
第１ 468 282 317 305 720 395
第２ 823 449 553 534 1,205 661
第３ 1,174 654 789 799 1,684 937
第４ 1,697 1,002 1,149 1,276 2,341 1,336
第５ 3,744 2,137 2,283 2,526 5,573 2,908

2012年

全体 2,351 1,258 1,505 1,643 3,173 1,797
第１ 700 377 443 421 1,054 545
第２ 1,285 569 805 796 1,724 944
第３ 1,819 913 1,194 1,334 2,406 1,349
第４ 2,566 1,490 1,729 2,040 3,320 1,933
第５ 5,384 2,943 3,355 3,626 7,361 4,214

2014年

全体 3,265 1,613 1,982 2,008 4,125 2,327
第１ 1,007 468 561 510 1,397 728
第２ 1,756 719 1,077 963 2,273 1,264
第３ 2,389 1,159 1,593 1,590 2,991 1,767
第４ 3,315 1,919 2,283 2,404 3,972 2,454
第５ 7,858 3,806 4,400 4,574 9,979 5,420

（単位：千ベトナムドン）　　　　　

表２　主要食肉の１人当たり消費量の推移

資料：ベトナム農業農村開発省（ＭＡＲＤ）。日本は、農林水産省｢平成27年度食料需給表｣。
注１：生体ベース。
　２： （　）は部分肉ベースで、上段の生体ベースの数値にそれぞれの日本の枝肉・と体歩留（豚肉72%（ベトナム）、鶏肉90%、牛肉

60%）と部分肉歩留（豚肉70%、鶏肉55.4%、牛肉70%）を乗じて試算したもの。
　３：牛肉は水牛肉を含む。
　４：食肉全体の中にはその他畜肉を含むが、部分肉ベースの（　）内には含まない。

2000年 2005年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
（予測値）

2016/2015
（増減率）

（参考：日本）
2015年度

食肉全体
23.6 34.3 46.2 48.3 48.5 49.3 51.0 52.1 54.1

3.8%
30.7

（10.1） （16.6） （22.9） （23.9） （24.0） （24.3） （25.2） （25.8） （26.7） （30.6）

豚肉
15.1 27.2 34.9 35.5 35.6 36.2 36.9 37.9 39.1

3.2%
（7.6） （13.7） （17.6） （17.9） （17.9） （18.2） （18.6） （19.1） （19.7） （12.2）

鶏肉
3.4 3.8 7.1 8.3 8.4 8.5 9.6 9.9 10.2

3.0%
（1.7） （1.9） （3.5） （4.1） （4.2） （4.2） （4.8） （4.9） （5.1） （12.6）

牛肉
1.8 2.4 4.2 4.5 4.5 4.6 4.2 4.2 4.5

7.1%
（0.8） （1.0） （1.8） （1.9） （1.9） （1.9） （1.8） （1.8） （1.9） （5.8）

豚肉のシェア 64.0% 79.3% 75.5% 73.5% 73.4% 73.4% 72.4% 72.7% 72.3% - 39.7%

（単位：㎏）　
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あり、日本でもなじみ深いフォーなどの麺類

や鍋料理が好んで食される。豚肉料理は、揚

げる、焼く、煮る、蒸すなど基本的な調理法

で料理され、チャジオ、ブンチャー、コムタ

ムなど多彩な料理がある（写真１、２）。

（１）豚の飼養動向

ア　飼養戸数、頭数の推移

2011年の農業センサスによると、豚を飼

養する農家戸数はベトナム全国で413万

2000戸となっており、このうち飼養頭数

10頭以下の零細･小規模農家が87%を占め

ている。豚の飼養頭数は、国内の豚肉需要の

拡大を受けて2000 ～ 2005年にかけて増加

し、その後は、家畜疾病の発生や飼料価格の

高騰、出荷価格の低迷などがあり、概ね横ば

いで推移した。直近では、2014年以降、ゆ

るやかな増加傾向にあり、2015年は過去最

高となる2775万頭となった（図２）。地域

別には、紅河デルタ地域、北部丘陵山岳地域、

北中部･中部沿岸地域で全国の飼養頭数の約

70%を占めており、近年は南東地域で経営

規模の拡大がみられ飼養頭数が増加してい

る。

養豚の経営形態は、主に繁殖経営、肥育経

営、一貫経営に分類される。零細・小規模農

家の多くは、いわゆる庭先養豚であり、１～

２頭程度の子豚を購入し、庭の片隅の小屋で

肥育して現金収入を得ているものとみられ

る。紅河デルタ地域やメコンデルタ地域では、

農業、畜産、水産を組み合わせた農畜水複合

経営（ベトナム語の各分野の頭文字をとって

ＶＡＣシステムと呼ばれる）が普及している。

これらの地域では、養豚部門のふん尿を魚の

エサとして養魚池に投入し、池に沈殿した泥

を有機肥料として果樹園で利用するなど副産

物を通じた資源循環型農業が盛んに行われて

いる。外資系の飼料メーカーが多い南東地域

では、飼料メーカーが、契約に基づき飼料、

繁殖雌豚（母豚）、技術支援などを提供し、

養豚農家は自身の施設で豚を飼育するという

委託生産の形態が増加しているとのことであ

る。飼料メーカーは、出荷時の体重や育成期

間中の事故率などに応じて委託費の支払いを

行う。こうした契約農家の中には、母豚の飼

養頭数が１万頭を超える大規模経営もあると

のことである。委託生産では、飼料メーカー

写真１　チャジオ（豚肉の揚げ春巻） 写真２　ブンチャー（豚肉入りのつけ麺）

３　豚肉の供給と政策の動向
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が通常より安価に飼料を契約農家に供給する

ことが多く、一定価格で豚を買い取るため市

場価格に左右されないという利点がある。

イ　品種

母豚の品種構成は、大規模農家を中心にラ

ンドレース（Ｌ）、大ヨークシャー（Ｗ）、デ

ュロック（Ｄ）などの外国種の交配種と、そ

れらとモンカイなどの在来種との交配種が

85%を占める。今回調査した養豚場では、

母豚（Ｌ×Ｗ）600頭を飼養し、それらに

デュロックまたはピエトレン（Ｐ）の雄を交

配した三元交配種の肉豚を１カ月当たり

1000頭出荷しているとのことであった（写

真３）。一方、零細･小規模農家では、ベトナ

ムの自然環境に適応し粗悪な飼養環境下でも

疾病への抵抗性が強い在来種またはその交雑

種が多く飼養されている。

在来種の飼養頭数は、飼料効率が悪いこと

などから年々減少しており、現在確認されて

いる26品種のうち５品種はすでに絶滅して

いる。農業農村開発省国立畜産研究所は、日

本との国際共同研究により、生物多様性維持

の観点から、在来種の遺伝資源の保全を行っ

ているとのことである。

図２　地域別豚飼養頭数の推移
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資料：ベトナム統計局

写真３　�養豚場での飼養風景（子豚はＬ×Ｗ（母
豚）×Ｄ（雄）の三元交配種。ただし、
中央の黒の斑紋がある子豚はＬ×Ｗ
（母豚）×Ｐ（雄））
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（２）豚肉の生産および輸出入

ア　豚肉生産

豚肉生産量は、増加傾向で推移しており、

2015年は過去最高の349万トンとなった

（表３）。

と畜頭数は横ばいで推移してきたものの、

平均出荷体重は増加しており、2010年の

61.5キログラムから2015年には70.5キロ

グラムとなった（表４）。ただし、大規模経

営では、出荷体重が100キログラムを超え

るところも多く、こうした経営体が生産量の

伸びをけん引していると言える。農業農村開

発省畜産局（以下「畜産局」という）は、外

国種やそれらと在来種との交配種は在来種に

比べ増体が良いため、デンマーク、カナダ、

米国、タイなどから生産能力の高い品種を導

入し、増体を高めたいとしている。後述する

が、配合飼料の需要も年々高まってきており、

飼養頭数が伸び悩んでいる中で、出荷体重の

増加により生産量を増加させる方針に切り替

えているもようである。

表３　豚のと畜頭数および豚肉の需給動向

資料： と畜頭数および生産量はベトナム農業農村開発省（ＭＡＲＤ）。輸入量および輸出量は｢Global Trade Atlas｣。日本
は、農林水産省｢食肉流通統計｣、財務省｢貿易統計｣。

注１： 生産量の（　）は、上段の生体ベースの数値に枝肉歩留（72%、ベトナム）と部分肉歩留（70%、日本）を乗じ
て試算したもの。輸入量および輸出量は製品重量ベース。

　２：消費量は部分肉ベースとし、「生産量＋輸入量－輸出量」で算出。

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 （参考：日本）
2015年度

と畜頭数 49,350 45,765 48,147 48,045 47,202 49,393 16,262

生産量 3,036 3,099 3,160 3,229 3,351 3,492
（1,530） （1,562） （1,593） （1,627） （1,689） （1,760） 888

輸入量 1 6 0 2 3 5 826

輸出量 15 244 0 17 16 23 0

消費量 （1,516） （1,324） （1,593） （1,612） （1,676） （1,742） （1,714）

（単位：千頭、千トン）　　　　　　

表４　母豚および肥育豚の能力

資料： 平均産子数、育成率はベトナム農業農村開発省（ＭＡＲＤ）資料、それ以外は聞き
取りから機構作成。日本は、農林水産省「平成27年家畜改良増頭目標」など。

　注：交配種の欄のうち出荷体重は2015年における全品種の平均出荷体重。

ベトナム 日本交配種 外国種
出荷体重（㎏） 70.5注 82 114

肥育期間（カ月） 4 4

平均産子数（頭） 10.81 10.85 11

育成率（％） 93.9 93.8 90

年間分娩回数（回） 2.12 2.28 2.3

平均産子数（供用期間） ７産（３年半） ６産（３年）

イ　豚肉の輸出入

豚肉の輸入量はごくわずかで、国内で流通

する豚肉は、ほとんど全て国内産である（表

３）。消費者は一般的に、輸入よりも国産を

好む傾向にあり、国内でと畜された生鮮肉の

方が輸入肉より鮮度が高いという認識があ
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る。豚肉の輸出は、わずかであるが、子豚の

丸焼きを食べる習慣のある中国や香港向けに

生体重で５～９キログラムの子豚（丸と体）

を輸出している。また、現地の畜産の専門家

によると、中国との国境付近では統計データ

に表われない取引が行われているが、中国側

からの価格や体重などの要望が頻繁に変更さ

れるため、これらの取引は不安定で、養豚農

家にとってはリスクが高いとのことであっ

た。

畜産局は、各国からの要望に対応できるよ

う種々の規程を遵守し競争力のある商品を輸

出したいと考えており、そのための品質向上

と衛生対策をしっかりと実施したいとしてい

る。また、豚肉の品質については、日本から

の技術支援もあり、日本側の要望にも応えら

れる水準まで向上してきているとしている。

（３）豚肉の流通

畜産局や畜産関係団体によると、現在のと

畜場数は約8000カ所あるという。と畜場は、

家畜衛生局により施設の衛生管理についての

検査を経て承認されるが、中には承認を受け

ずに稼働している施設も少なくないとのこと

である。零細･小規模農家で飼育された豚は、

ミドルマンと呼ばれる集荷業者を経て地域の

小規模と畜場で処理されることが多いが、こ

うした施設は近代的なものは少なく、衛生条

件の悪いものが多い。ホーチミン市などを除

きコールドチェーンが未発達のため、一般的

に、と畜は深夜のうちに行われ、冷蔵保存さ

れることなく、交通量の少ない早朝に常温で

輸送され、卸売業者を介するなどして地元の

食肉小売店や伝統的な市場などで常温で販売

されることが多い（図３）。

資料：聞き取りに基づき alic作成
　注：伝統市場とは、一般市民が食料品など生活必需品を購入する自由市場。
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図３　一般的な豚肉の流通経路

コラム　コールドチェーンの発達と豚トレーサビリティの実施（ホーチミン市）

　ホーチミン市に本社を置く国営企業傘下の大手食肉加工企業では、養豚場、近代的なと畜場、

食肉加工場、小売店舗を有しているほか、市内にある量販店の90%に同社の食肉を供給し、同

市の豚肉需要の30%を賄っている。現在、同社は、ホーチミン市の近隣に２つの養豚場を有し

ており、母豚頭数はそれぞれ800頭、1200頭で計2000頭である。その他に、28の養豚農家と
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委託契約を結び、１農場当たり年間2000～3000頭の豚を集荷している。自社と畜場の処理能

力は、６時間当たり豚が2400頭、牛が600頭となっている。

　同社では、と畜後の枝肉や部分肉は全て冷蔵庫に保管し、枝肉の場合は吊り下げ、カット肉の

場合はバスケットに入れて保冷車で直営小売店や量販店に配送する。直営小売店や量販店などで

は、冷蔵庫で食肉を管理している。近年、若年層を中心に衛生管理がなされた品質の良い商品を

求める傾向にあり、同社は、今後の食肉の販売は、衛生管理の行き届いていない伝統市場では減

少し、コールドチェーンが整備された量販店などにシフトするとみている。

　2016年12月16日、豚肉の産地や流通経路を消費者がスマートフォンで確認できる豚肉のト

レーサビリティがホーチミン市において開始された。これは、2015年10月、農業農村開発省、

産業貿易省、ホーチミン市商工局が、食品の安全性を確保するためのパイロットプロジェクトと

して、2016年から2020年までの間、ホーチミン市において豚のトレーサビリティを試験的に

実施するとしたものである。消費者は、スマートフォンなどに無料アプリをダウンロードし、商

品に貼られたＱＲコードを読み取ることにより、生産地、生産者名、出荷月齢、各施設の転入転

出日などの情報を確認することができる。このプロジェクトに参加する養豚農家は、出荷前に豚

の後ろ足にＱＲコード付きの識別リングを装着して豚をと畜場に出荷する。このＱＲコードには、

飼料の給与歴やワクチンの接種回数などの個体情報も含まれる。また、と畜場や卸売、小売の流

通段階においては、衛生基準を満たし適正に処理された豚肉は、検査印が押される。

　当該プロジェクトには、60戸の養豚農家が参加し、同社の直営農場および契約農場も参加す

るとのことであった。販売店は、市内の量販店やコンビニエンスストアなどの大半が参加するが、

伝統市場などは当面参加しない。ホーチミン市によると、市内に出回る豚肉の20%程度がトレー

サビリティに対応できるとみられている。しかし、同市は、トレーサビリティに要するコストと

して豚肉１キログラム当たり約200ベトナムドン（１円）を価格に反映しようと考えているが、

消費者、小売店のどちらが負担するかについては不明である。

（４）畜産業の振興政策

ア　 畜産業の振興政策の動向と「畜産開発戦

略2020年」

1986年にドイモイ（注２）と呼ばれる経済政

策が打ち出され、市場経済の導入と外交開放

という２本の柱に沿って改革が進められた。

農業分野においては、原則国有地である土地

の制度改正により、農家は農地の長期賃貸借

契約を締結できるようになり、実質的に農地

を所有できるようになった。また、農地を移

譲、相続、賃貸する権利も与えられた。この

結果、農業の生産性は飛躍的に向上し、米や

コーヒーは同国の主要輸出品目となった。農

業における畜産業の占める割合は、ドイモイ

以降、1990年代の10%台から2015年には

25%と増加傾向で推移しており、畜産が重

要な産業となってきていることがうかがえ

る。一方で、国内産業の工業化と経済発展と

ともに、都市部と農村部に著しい格差が生ま

れた。特に山岳地域は、地形やアクセスの面

などから大規模化や近代的な技術の導入がで

きず、ますます格差が広がる事態となった。

こうした格差を解消するために、政府は、
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2001年に、社会経済開発戦略として10年

間の長期計画を定め、その実施のために５年

単位の農業農村開発計画を策定し、その中で

畜産を重要な政策課題としている。また、

2008年には、国家主席決定の「畜産開発戦

略2020年（The Livestock Development 

Strategy to 2020）」が策定された（表５）。

この戦略は2020年に向けた全畜種の増産計

画であり、豚については、計画策定時点で、

2020年の飼養頭数3480万頭、豚肉生産量

484万トンと高い目標が設定された。

（注２）　 1986年、第６回ベトナム共産党大会において、市場経

済と外交開放を柱に提起された「刷新政策」を意味する

スローガン。

表５　畜産開発戦略2020年

主な目標

内容
・ 家畜の集約化と産業化を通じて国内需要に対応するとともに、高付加価値の畜

産物の輸出を促進する。

・農業総生産額に占める畜産物の割合を42％まで高める。

・家畜疾病に対する効果的な予防対策を実施し、動物衛生と食品の安全を守る。
・ 環境保全のために、農場、と畜場を中心に産業廃棄物の処理を推進するとともに、

畜産物の汚染を防止する。

具体的な畜産振興策については、地方自治

体の裁量に委ねられており、その内容として

は、育種に対する支援（ＧＧＰ（原々種）を

育種する企業に対する貸し付けや優遇税制）、

零細･小規模農家に対する生産・衛生・マー

ケティングなどの複合的支援、バイオガスプ

ログラム、家畜保険パイロットプログラムな

どがある。家畜保険パイロットプログラムに

は、29万人の畜産農家が加入したものの、

畜産農家に対する保険内容の説明が不十分、

実施体制が構築されていないなどの理由で失

敗に終わっている。

こうしたこともあり、策定から５年後、目

標値との乖離が広がり、増頭が困難なことが

明らかとなった。このため、2014年に計画

の実効性などを踏まえ目標値を見直し、

2020年までの目標は、飼養頭数2870万頭、

豚肉生産量420万トンと、より現実的な目

標値に下方修正された。

イ　養豚産業の課題

近年、豚肉の消費量の拡大に伴う飼養頭数

の増加によって排せつ物の処理などの環境問

題が顕在化してきている。特に、人口密度の

高い地域では新規参入や既存農家の規模拡大

が困難な状況となっており、地域から畜産農

家を排斥する運動がたびたび行われている。

このため、政府は、環境規制を強化し、豚舎

を住宅地から一定距離を離して建設するなど

の規制を設けた。この結果、簡単に規模拡大

や新規参入を行うことができなくなり、飼養

頭数の伸びが鈍化してきていると思われる。

また、同国では頻繁に家畜疾病が発生して

いる。2007年に全国にわたって4400頭の

豚が豚繁殖・呼吸障害症候群（ＰＲＲＳ）に

感染したと報告されている。豚コレラや口蹄

疫については、食肉処理の際にワクチン接種

証明書の提出が義務付けられているが、毎年、

少ない年でも100 ～ 200件の発生がみられ

ている。

この他に、生産コストの低減、飼料原料の

海外依存、零細･小規模農家の資金不足によ

る設備投資不足などが課題として挙げられ

る。
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これらの課題に対し、畜産局は、零細･小

規模農家に対しては豚舎などの衛生環境の整

備や生産能力の高い品種の導入、大規模農家

に対しては飼養規模の拡大に要する資金の貸

し付けなどの支援を行うとしている。

4　飼料をめぐる動向

これまで述べてきたとおり、豚の飼養頭数

は近年増加しており、豚肉の需要拡大ととも

に飼養規模の拡大や増体の良い外国種やその

交配種の導入が進んでいる。このため、これ

まで在来種に与えていた残飯などの給餌方式

では、供給量が追いつかず、また、増体能力

を十分に生かすことができないことから、配

合飼料など濃厚飼料の利用量は拡大傾向にあ

る。同国の飼料をめぐる状況は以下のように

なっている。

（１）飼料原料

飼料の種類や原料は、養豚農家の規模によ

って異なり、庭先養豚の場合は、残飯など食

品残さを給与しているが、中規模以上の経営

の多くは、飼料メーカーからトウモロコシ、

大豆油かす、小麦などに添加物を加えた配合

飼料を調達して給与している。中には、たん

ぱく質の割合が高い濃縮飼料（注３）を購入し、

自身で主原料を配合して利用することにより

生産コストを低減している者もいる。

（注３）　 たんぱく質のほかにビタミンやミネラルを混合した飼料

で、たんぱく質補充飼料とも呼ばれる。

配合飼料の需要は、平均して年８％で成長

を続けており、2015年の配合飼料の生産量

は約1600万トンとなっている。飼料関係者

によると、このうちおよそ豚が６割、鶏が２

割、水産が２割となっており、また、飼料原

料の７割近くを輸入に依存しているという。

2015年は、トウモロコシが761万トン、大

豆油かすが332万トン、小麦が230万トン

輸入されている（図４～６）。トウモロコシ

や大豆油かすは、ブラジル、アルゼンチン、

小麦は豪州からの輸入量が多い。

品種や成長ステージによって異なるが、一

般的に飼料メーカーでは、穀物、たんぱく質、

ミネラル、アミノ酸、ビタミンの５要素のバ

ランスを考えて配合飼料を製造している。ト

ウモロコシや大豆油かすの価格は、日本と同

様にシカゴ相場と連動して動くため、値動き

に合わせて原料割合が調整される。そのため、

原料価格の高騰時は、トウモロコシと同等の

栄養価のある米（くず米）やキャッサバなど

国内で生産量の多い作物が代替飼料として活

用されている。
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図５　大豆油かす輸入量の推移

資料：｢Global Trade Atlas｣ 
注１：ＨＳコード2304。
　２：2012年のデータはなし。
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図４　トウモロコシ輸入量の推移

資料：｢Global Trade Atlas｣ 
　注：ＨＳコード1005.90。
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図６　小麦の輸入量の推移

資料：｢Global Trade Atlas｣ 
注１：ＨＳコード1001.99。
　２：2011年以前のデータはなし。
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（２）飼料、工場の立地とシェア

ベトナムの主要港は、北のカイラン港と南

のフーミー ･カイメップ港であり、この２大

港でほとんどの貨物を扱っている。特に、フ

ーミー・カイメップ港は十分な水深があるた

め、貨物満載のパナマックス船も入港するこ

とができ、一部コンテナ用バースで穀物荷役

の取扱いがある。同国では、主要港の規模の

メリットを活用し、効率の良い積荷の積み出

しを行っている。

飼料メーカーの工場数は、2013年の272

カ所から減少し、2015年は207カ所となっ

た。飼料関係者によると、外国資本および外

国資本との合弁会社の工場数は約60カ所で

製造量のシェアは60%、ベトナム資本は約

140カ所で40%を占めるにすぎず、近年の

工場数の減少は、外資との競合に負けた中小

メーカーの廃業によるものとのことである。

一般的に飼料工場は、港湾近くや畜産が盛

んな地域の主要幹線道路沿いに建設されるこ

と多い。メコンデルタ地域では、内陸部に立

地しても河川物流が可能なため、バージを利

用して輸送コストの低減ができるとのことで

ある。

（３）生産･販売形態

飼料関係者によると、飼料の製造コストは、

原料費が約７割であり、残りの３割が人件費、

光熱費である。人件費は安いが、日本と異な

りペレット形状が主流なため、その加工に必

要な光熱費や紙袋の包装にコストを要してい

る。また、2017年１月から抗菌剤の規制が

新たに施行され、政府の販売許可を得るため

の製品パッケージデザインの変更や成分のサ

ンプル分析などに要するコストが増加する見

込みである。

配合飼料などの販売は、農業資材会社、肥

料会社、地元の影響力のある農家などを通じ

た代理販売が主流である。代理店は、複数メ

ーカーの商品を取り扱っているが、特定の商

品を農家に推奨することは少なく、また、農

家も品質よりも価格面で商品を選択している

とのことである。代理店と農家の取引は、代

金引換が基本であり、代理店は代金引換手数

料を農家から徴収している。商品は、40㎏袋、

25㎏袋、２㎏袋など農家の飼養規模に応じ

た形態で配送され、大規模農家については、

飼料メーカーからトラックにバラ積みで配送

されることもある。

小売価格については、通常、大手飼料メー

カーが、原料価格の変動をみて配合飼料の価

格変更を行い、その動きに中小が追随する形

で決定している。価格変更に際し、飼料メー

カーと代理店との間で値決め交渉はされてお

らず、飼料メーカーが一方的に建値を動かす

形で決定される。一方、各代理店と農家の間

にはプロモーションと称する値引き設定が

個々に存在し、農家の購入数量によって値引

きされる額は異なってくる。

南東地域のドンナイ省の豚の肥育農家の事

例では、飼料費は生産コストの約７割を占め

ており（図７）、配合飼料価格の値上がりは、

経営を圧迫する大きな要因と考えられる。
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図７　肥育豚１頭当たりの生産コストの構成割合

資料：ドンナイ省における養豚農家の経済実態調査（2015年8月）からalic作成
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５　販売動向

（１）小売業態の変化

今回調査で訪れたハノイ市、ホーチミン市

のうち、特にホーチミン市の街中には量販店、

コンビニエンスストアなどの小型店舗のほ

か、メインストリートには海外の高級ブラン

ド店や外資のレストランが軒を連ね、近年の

急速な経済発展の様子がうかがえる。現地関

係者は、ベトナム戦争以後、海外に亡命した

ボートピープルを、政府が自国発展のために

呼び戻し、彼らの新しい知識や考え方を活用

したことが最近の発展につながったのではな

いかとしている。

2015年の食肉の小売市場の規模をみる

と、伝統市場のシェアは１年前と比べて15

ポイント減少し75%となり、その代わりに

量販店など近代的な販売店のシェアは25%

となっている。ホーチミン市では、そのシェ

アは40%近くまで上昇しているとされる。

今後も働き方の変化や消費者の食品の品質や

衛生管理に対する要求が増えるにつれて近代

的な小売チャネルのシェアは増加すると思わ

れる。実際に、2015年の量販店の数は、

10年前と比べて２倍以上に増加しており、

全国で799カ所となっている（図８）。特に

大都市を擁する地域の増加率が高くなってお

り、同地域では、量販店のほか、コンビニエ

ンスストア、ミニスーパーマーケットなどの

小売業態も増加している。



畜 産 の 情 報 　 2017. 292

図８　量販店の店舗数の推移
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（２）消費者の嗜好と食肉の販売

ホーチミンを中心に近代的な販売店が増加

してきているものの、全国的には、伝統市場

や地元の小売店などで毎日の食材を必要な分

だけ購入するといったスタイルの消費者が多

いとのことである。今回の調査でも街中の小

売店の調理台の上に並べられた常温の食肉を

消費者が購入している姿を多くみかけた（写

真４）。中には、生きている鶏やアヒルを販

売しているところもあり、消費者は、その場

で処理してもらうか、家に持ち帰り自身で処

理するとのことである。

量販店の食肉の金額ベースの売り上げは、

豚肉７割、鶏肉２割、牛肉１割とのことであ

り、食肉消費量の割合とほぼ同じと言える。

日系の量販店は、他社との差別化を図るため

に牛肉の販売に力を入れており、北海道産牛

肉を取り扱い、しゃぶしゃぶなど日本のレシ

ピや食べ方の紹介を交えて販売していた。

近代的な販売店は、店内に量り売りのブー

スがあり、消費者は、そこで店員に必要な数

量や部位を注文し、カットしてもらう形式が

主流となっている（写真５）。コラムで紹介

した大手食肉加工企業は、市内の量販店など

500店舗にこうしたブースを設けて自社商

写真４　伝統市場での食肉の販売 写真５　量販店での食肉の販売
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品の販売促進を行っている。パック包装の売

り場面積はごくわずかであり、量販店の担当

者は、この理由として、伝統市場などでは鮮

度が悪く腐敗した部分をカットし、それをパ

ック詰めにして販売するため、ベトナム人の

意識の中には、パック包装は鮮度の悪い商品

という固定観念があるのかもしれないとのこ

とであった。豚のトレーサビリティが実施さ

れて、消費者がスマートフォンの専用アプリ

を使用して自身の食する豚肉を検索できるよ

うになれば、徐々にパック包装に対するイメ

ージも払
ふっ

拭
しょく

されていくのかもしれない。

（３）豚肉の小売価格

豚肉の価格については、地域による大きな

差はみられない（表６）。ホーチミン市に限

って言えば、伝統市場と量販店で大きな価格

差はみられず、むしろ部位によっては量販店

の方が安価な場合もある。また、今回調査し

た３カ所の量販店にも価格差はなく、量り売

り形式とパック包装にも差はみられなかっ

た。販売される部位はさまざまであるが、小

売関係者は、最近、同国では、脂身のある部

位を好む傾向にあり、骨付きばら（スペアリ

ブ）、ばら、ももの順に人気があるとしている。

ホーチミン市内の高級百貨店では、イベリコ

豚を販売していたが、まだ一般的な消費者が

購入できる価格ではなく、一部の富裕層をタ

ーゲットにしているように思われる。コラム

で紹介した大手食肉加工企業は、添加物割合

を少なくした特別な飼料を与えて付加価値を

付けたブランド豚の販売を検討しているとの

ことであった。

表６　豚肉の部位別小売価格

資料：農業農村開発省畜産局（MARD）、ホーチミン市内の市場調査（2016年11月25日）

地域 市又は省
部位

調査地など
骨付きばら ばら 肩 ヒレ もも

北部丘陵山岳 タイグエン省 −
90,000

− −
95,000

MARD
市況情報

（450） （475）

北中部･
中部沿岸 ダクラク省 −

85,000
−

90,000 90,000
（425） （450） （450）

メコンデルタ
アンザン省 −

75,000
−

82,000 75,000
（375） （410） （375）

ティエンザン省 −
83,000

−
75,000 70,000

（415） （375） （350）

南東 ホーチミン市

153,900 98,900 82,900 79,900 85,900
日系量販店

（770） （495） （415） （400） （430）

−
79,000 95,000

−
85,000

地元量販店
（395） （475） （425）

−
89,500 99,000 89,000

− 地元
高級量販店（448） （495） （445）

160,000
−

79,000 85,000 85,000
伝統市場

（802） （395） （425） （425）

（単位：上段はベトナムドン/㎏、下段の（　）内は円/㎏（円換算））



畜 産 の 情 報 　 2017. 294

国民の旺盛な豚肉需要に対し、養豚農家は

飼養規模の拡大などで応えてきたが、その反

面で、環境規制や家畜疾病などの問題が頻繁

に発生し、ここ最近の飼養頭数は伸び悩んで

いる。政府は、2020年までの豚肉生産量の

目標を達成するため、１頭当たりの肉豚の体

重の増加に取り組んでいる。養豚農家に対し、

肥育効率の良い外国種やそれらの交配種の導

入に支援を行うなどして、これらの方針に伴

って配合飼料需要は毎年成長を続けており、

飼料原料の輸入量も増加している。

これまでのところ、豚肉の国内自給は達成

できており、豚肉の輸入量はごくわずかであ

る。政府が進める市場開放による積極的な外

資の導入によって、大都市を中心に国民が裕

福になってきており、今後も豚肉の消費量は

拡大すると思われる。一般に消費者は、生鮮

肉を好む傾向にあることから、いかにして増

大する国産需要に対応していくかは、政府に

とっての課題の一つである。

しかし、こうした問題から、将来的にうま

く国内生産で賄うことができなくなり、牛肉

と同様に豚肉も積極的に輸入を行えば、国際

需給に影響を及ぼす可能性がある事から、今

後の動向を注視していく必要がある。

６　おわりに


